
別紙様式3̶1 提出先 宮崎県

介護職員等処遇改善加算等実績報告書(令和6年度)

1基本情報
フリガナ

法人名

->JC*-f7�->�'47>'> /7-<7<*-r

社会福祉法人恵愛会

法人所在地
T 885-〇〇〇2 I_
宮崎県都城市太郎坊町563-1

フリガナ モリダユウスケ

書類作成担当者 森田祐介

連絡先 電話番号 0986-38-8800

2実績報告について

(1)加算額以上の賃金改善について(全体)

算定した加算の合計

①令和6年度の加算額 (a) 67,585,600

)
うち、令和5年度と比較して令和6年度に増加し
た加算額 (b) 5,989,355

ァ
ラち.令和7年度の賃金改善に充てるため
に繰り越す部分の額 (c) 2,200,000

②令和6年度に賃金改善が必要な額(a - c) (d) 65,385,600

③
令和6年度の賃金改善額
(②の額以上となること) (e) 65.53L761

E-mail mail@keijuen.net連絡先 電話番号 0986-38-8800 E-mail mail@keijuen.net

令和5年度と比較した令和6年度の増加分

④
令和5年度と比較して令和6年度に増加する加算
額(繰越分を除く。 )(b-c) (f) 3フ89,355 i円

令和6年度に④を原資として行う新たな責金改善額
⑤(ペースアップ(基本給及び決まって毎月支払われる手当
の一律の引上げ)によるもの)

(g) 2,000,000

⑥
⑤以外で, その他の手当、一時金等による新たな
貢金改善の額 (h) 1,800,000

⑦新たな賃金改善額の合計(g + h) (i) 3,800,000 ■円

円

円
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⑧
ペースアツ

プの実施

B

D

実施した

実施していない

実施した場
合.ベース
アップ率

3力0%
実施していない
場合、やむを得
ない事情

【記入上の注意】

.(e)'(g)'(h)【こは.新加算等の算定により実施する介護職員の賃金改善の額を計算し、記入することその際.加算による貢金改善を行った場合の法
定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。

-(g)は(f)の額以上となる二と。ただしペースアップのみにより行うことができない場合には、その他の手当-一時金等を組み合わせて実施しても差
し支えない。したがって.(i)の値(g -�r hの合計)が(f)以上であれば差し支えない。

(2)加算以外の部分で賃金水準を下げないことについて

①令和6年度の加算の影響を除いた賃金額

(ア)令和6年度の賃金の総額

(i) 362,201,912

(k) 428,597,749

(イ)令和6年度の賃金改善額(再掲) (I) 65,531,761

I(ウ)令和6年4‘5月分の処遇改善支援補助金
の総額

(m) 864,076

�令和5年度の加算及ぴ独自の賃金改善の影響を除I
…いた賞金額(①の額は②の額を下回らないこと)

I(ア)令和5年度の賃金の総額

(n) 354,037,368

(o) 414.943,707

I(イ)令和5年度の旧処遇改善加算の総額 (p) 43,335,480

i(ウ)令和5年度の旧特定加算の総額 (q) 9,741,850

'(ェ)令和5年度の旧ベースアップ等加算の総額 (r) 7,013,310

i(才)令和6年2'3月分の処遇改善支操補助金
の総額 (s) 815,699

:(力)令和5年度の各介護サービス事業者等の
独自の賃金改善額 (t)
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【記入上の注意】

-(o)には、職員構成が変わっら等の事由により.例えば.本年度に入職(退職)した職員と同等の貴金水準の職員が前年度から在籍していた(いな
かった)ものと仮定して計算するなどの方法により-今年度との比較に適した値に修正することが可能である。

-(p)̃(r)は.国民健康保険因体連合会から送付される[介護職員処遇改善加算等絵額のお知らせ」及び「介護職員処遇改善加算等内訳のお知ら
せJに基づいて記入すること。(m)'(s)は、国民健康保険団体連合会から送付される「介護職員処遇改善支援補助金支払額通知書」及び「介護職員
処遇改善支援補助金支払額内訳書Jlこ基づいて記戴すること
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②力(t)の独自の賃金改善額とは-令和5年度における独自の賞金改善分(初めて処遇改善加算を取得した年度以降に新らに行ったものに限る。
旧3加算そのものの配分を除く。)をいうものであり、新加算等の加算額を超えて賃金改善を行った場合にはその金額も含む。②力のに計上する金
額がある場合には.必ず「2(3)令和5年度の独自の賃金改善(処遇改善加算等の配分以外の独自の賃金額)」欄に支給額.方法等の具体的な
賃金改善の内容を記載すること。



3介護職員等処遇改善加算の要件について

(1)月額賃金改善要件E (旧ベア加算相当の2/3以上の新規の月額賃金改善)【新加算Ĩw】
※新加算1̃wを算定するまで旧ベア加算又は新加算V②'(4)'(7).(91'旧を算定していなかった事業所のみ

(2)月額賃金改善要件m【旧ベア加算】※4.5月分のみ

【令和5年度にベースアップ等加算を算定していた場合】

=>令和6年度も令和5年度のペースアップ等加算の配分のために行ったのと同等以上の貢金改善を行ったことを誓約すること

B I令和5年度もペア加算を算定しており.令和6年度も同様の賃金改善を維続しましナこ。 -回
【令和6年4月’5月に新規にベースアッブ等加算を算定する場合】

(3)キヤリアバス要件1.u @ I計画書で記載した内容から変更がない場合ぱ左棚にチIッグ(/)ずること
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(4)キヤリアバス要件皿 @ 計画書で記載した内容から変更がない場合は左欄にチェック(/)すること。

D

D

(5)キャリアバズ要件w(改善後の賃金要件)

【新加算I'レV(1)̃(7)-(9)-(IO)-(12.旧特定I' E】

キャリアバズ要件w次のイと口両方の基準を満たす。

旧特定加算I 'Kの要件(4'5月)

新加算I ■ u 、 ▽(1}̃(7卜(9¦'(10卜〇3の要件(6月以降)
(「令和6年度の算定チ定①」の期間について)

新加算I . uの要件(6月以降)
び令和6年度の算定予定②(期中移行)」の期間についで

x

x

〇1

I(別紙様式3-2 「キヤリアバス要件びについて」の
欄から転記)

I(別紙様式3-3 「キヤリアバス要件びについてJの
I欄から転記)

(別紙様式3-3 「キヤリアメじ要件びについて」の
i欄から乾記)

夕上記のいずれかまたは全てに「X」が付いた場合、この欄に記入すること 旧
「月額平均8万円の処遇改善又は改善後の賃金が年額440万円以上となる者」を設定できない場合その理由

a
1@1

IDI

IDI

小規模事業所等で加算額全体が少額であるため。

職員全体の實金水準が低〈.まちに月額平均8万円等まで賃金を弓Iき上げることが困雜であるため。

月額平均8万円等の實金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所内の階層や役職にある者に求められる能力や処遇を明確化する
ことが必要であり.規程の整備や研修’実務経験の蓄積などに一定期間を要するため。
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(6)職場環境等要件

【新加算I' n、 VWM7H9)'I101'⑩又は旧特定1'Hを算定だ】 該当
届出に係る計画の期問中に実施した事項について.チェック(ン)すること。複数の取組を行い.「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキヤリア
アップに向けた支援」、「両立支援’多様な働き方の推進」.「腰痛を含む心身の健康管理」, 「生産性向上のための業務改善の取組」、「やりがい'働
きがいの醸成iの6区分について.モれぞれ1つ以上の取絹を行うことn

区分 内容 旧
_J法人や事業所の経営理念やケア方針’人材育成方針、その実現のための施策'仕組みなどの明確化

入職促進に向
けた取組

a事業者の共同による採用‘人事ローテーション'研修のための制度構築
a他産業からの魅職者.主婦層.中高年鈴者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕組みの構築
3職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施

資質の向上や
キャリアアップ
に向けた支援

m働きな力i'ら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、よリ専門性の高い介護技術を取得しようとする者に対す
る堵廣吸引.認知症ケア・サーピス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援等

D研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動
Jェルダー'メンター(仕事やメンタル面のサボート等をする担当者)制度等導入
a上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等Iこ関する定期的な相談の機会の確保

両立支擾-多
様な働き方の
推進

�子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備
プ職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや妓時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員,
の制度等の整備

.の転換

a有給休暇が取得しやすい環境の整備
=]業務や福利厚生制度.メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実

腰痛を含む心
身の健康管理

介護職員の身体の負担軽滅のための介護技術の修得支援、介護ロポットやリフト等の介護機器等専入及び研修等による腰痛対
策の実施

@短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断‘ストレスチェックや.従業員のための休憩室の設置等健康管理封策の実施
J雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施
@事故.トラプルヘの対応マニュアル等の作成等の体制の整備

生産性向上の
ための業務改
善の取組

1�1タプレット端末やインカム等のIc丁活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の專入による業務畳の縮滅
'-}aKSro;B!®(SSwa7�ros�A»®sen�T«I%�roisA<.�@��.isa���fcfl-a�'KWroSsros
̶1供)等による役割分担の明確化

ET5s;si!i(i%sgro�;iroi-3.gs.Si®-;gs.;s,%-®ro�3i::?:$�:-3fc:fcro) airo$ai:<);stt)g%ttroeffl
a業務手順塞の作成や.記錄'報告様式のェち等による情報共有や作業負担の軽滅

やリがい'働き
がいの醸成

�ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善
@地域包括ケアの一員としてのモチペーション向上に資する.地域の児童'生徒や住民との交流の実施
a利用者本位のケア方針など介誤保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供
ゴ-ケァの好ぐや、利モ者やその家族からの謝意等の情報を-共有する機すの�[

(7)その他(指定権者に対する特段の速絡事項等がある場合等については、以下の欄に記載すること)

ぐ給与明細や勤務記録等、実績報告の根拠となる資料は、指定権者からの求めがあった場合に速やかに提出できるよう.適切に保管しておく二と。
糸本様式への虚偽記載のぼか.旧3加算及び新加算の請求に関して不正があった場合並びに指定権者からの求めにホじて書類の提出を行うことが
できなかった場合は.介護報酬の返還や指定取消となる場合がある。

旧
本実績報告害の記載内容'確認事項の内容に間違いありません。
記載内容を証明する資料を適切に保管することを誓約します。
また、令和7年度に繰り越す額(2(1)①iア)がある場合は、全額を令和7年度の更なる賃金改善に充
て、万一期間中に事業所が休廃止した場合には、一時金等により介護職員その他の職員の賃金として配
分します。

令和 7年7月28日 法人名社会福祉法人恵愛会

代表者輯名理事長 氏名坂元一久
〇


